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研究要旨

本研究では、国、国立がん研究センター、関係学会等との連携による持続可能な情報

作成体制（All Japanがん情報コンソーシアム）とそれに関わる諸要件を検討することを

目的として、パイロット事業を通じて検討を行うことを目的とした。

先行研究班（H29-がん対策-一般-005）のAll Japanがん情報コンソーシアム体制（案）

をもとに、国立がん研究センター、関係学会等と、現状の課題について継続的に情報共有

を行う場を持ち、持続可能な情報作成方法とそれに関わる諸要件の検討を開始した。

個々の情報コンテンツにより、情報作成に必要な専門家やその情報に関心をもつ関係者

も異なる。したがって複数の異なる情報コンテンツをもとにした検討が必要である。

A． 研究目的 
 科学的根拠に基づく情報を迅速に国民に提供し、

適切な活用につなげるには、持続可能な作成体制、情

報の質を担保したどり着きやすくする仕組み、正し

い情報の適切な活用を促す支援環境の整備が必要で

あり、一部のみではなし得ない。本研究では、国、国

立がん研究センター、関係学会等との連携による持

続可能な情報作成体制（All Japanがん情報コンソー

シアム）とそれに関わる諸要件を検討することを目

的とする。具体的には、パイロット事業を通じて抽出

される財源・情報作成・活用・提供・普及方法のそれ

ぞれの関係者の役割および機能、運営等に必要とさ

れる経費を含む必要とされる投入資源量等の整理を

行うことを目的とした。

なお、ここで言う「パイロット事業」は、公益法人、

企業により立ち上げられたものを指す。事業に関わ

る諸経費は、各参加法人による負担とし、本研究班で

はパイロット事業運用による課題の抽出、整理を行

うものである。

B．研究方法 
先行研究班（H29-がん対策-一般-005）のAll Japa

nがん情報コンソーシアム体制（案）をもとに、国立

がん研究センター、関係学会等と、現状の課題につい
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て継続的に情報共有を行う場を持ち、持続可能な情

報作成方法とそれに関わる諸要件の検討を行った。 
 

（倫理面への配慮） 
特になし。 

 
C．研究結果 
本検討では、具体的な情報コンテンツの作成を「パ

イロット事業」として検討を行うこととし、複数のパ

イロット事業の立ち上げを想定し、それに伴い検討

できる観点について整理を開始した。また本研究班

と共同で検討を行う情報作成支援のパイロット事業

が、公益財団法人において立ち上げられ（R2年4月）、

具体的な諸要件についての検討を開始した。 
 

D．考察 
 がんの情報の種類は多岐にわたる。また個々の情

報コンテンツにより、情報作成に必要な専門家やそ

の情報に関心をもつ関係者も異なる。したがって、複

数の異なる情報コンテンツをもとにした「パイロッ

ト事業」による検討が必要である。初年度の段階では、

公益財団法人により立ち上げられた「パイロット事

業」では、「臨床試験情報」を作成することが想定さ

れている。今後、関係者らと具体的な諸要件の検討を

実施していく予定である。 
 
E．結論 
具体的な情報コンテンツの作成を「パイロット事

業」として検討を行うこととし、複数のパイロット事

業の立ち上げを想定し、それに伴い検討できる観点

について整理を開始した。今後、関係者らと具体的な

諸要件の検討を実施していく予定である。 
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